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1. はじめに
　厚生労働省は 2025 年 ( 平成 37 年 ) を目途に「地
域包括ケアシステム」の構築を推進している。
2025 年を目途にしている理由は、第一次ベビーブー






















ホームへの入所申込者数は、2009 年から 2014 年に
かけて 42.1 万人から 52.4 万人へと急増している ( 厚










































































































































































































る｡  多職種チームはプライマリ医 ( 家庭医 )、NP 





















は PACE 経費の約 1/3 しかカバーしておらず , メ
ディケイドとメディケア両方の受給権を持たない














　NHS が誕生した 1948 年から既に 60 年以上が経






























































































































民間の組織であり、2006 年に設立、2016 年 2 月現在、
約 9,000 人の看護師・介護士・リハビリスタッフら
の多職種チームが活躍しており、これを支える本















































































する「ラヒホイタヤ ( 日常ケア )」という共通基礎
資格の創設を行っている。また、ドイツでは、介
護士と看護師の基礎教育内容・教育期間を統一し
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